



































































































































































































































































































































うならば(Richard A. Musgrave,1910- ，The Theory of Public Finance. A



















































































































　ブキャナソが（たとえば, James Ｍ. Buchanan, 1919- ，Ｒ.Ｅ. Wagner and J.
Burton, The Consequences of Mr Keynes, London,1978｡水野正一・亀井敬之
訳・J.M.ブキャナソ，J.バートソ, R.E.ワグナー『ケイソズ財政の破綻』日本
経済新聞社，昭和54年，などで）指摘しているように，確かに不況期における財
政赤字を恐れぬ積極財政の採用は，国民全般の賛同をえて実行されやすい。そも
そも，起債による財源調達は増税による調達のケースとは異なって，国民への，
いますぐの直接的な負担増大という苦痛をともなわない。しかも，公債財源にも
とづく積極的財政政策は，不況期には，公共需要の増大をテコに，一国の総需要
の増大によって経済を回復に向わせることになる。これは国民各自の経済状態を
　　　　　　　　　　　　　　－54（139）－
　よくすることにもなるのである。したがって，国民にとって，よいことづくめの
　わるいことなしの，かかる措置というものは，国民各層こぞって歓迎するからで
　ある。
　　これに反し，好況期における超均衡財政政策の採用は，現実的には困難である。
　財政黒字をつくり，これを国債償還に充当する措置よりも，むしろ，減税とか福
　祉の充実に余裕財源を使って，そもそも財政黒字を作らない政策の方が，国民各
　層から歓迎されるからである。インフレ回避といった，経済的知識にもとづいた
　　　　　　●　●　●　●　●　●　●　　●　●　●　●　●　●　●　●上で漸く頭で理解できる，将来の大きな利益は国民には仲々アピールしない。
　却って，「財政に余裕のあるのは政府が税金を取りすぎるからだ。減税せよ！」と
　か，「余裕財源を福祉にまわせ！」といった，たとえ小さくとも，直接に肌で感
　ずる，いますぐの利益の方を，大多数の国民が選ぶ傾向にあるのだ。
　　民主主義社会では，政策決定の責任者である政治家は，国民大衆の票に依存し
　ている。それゆえ，政治家の決定する財政政策は，不況期では，フィスカル・ポ
　リシー的政策となるはずである。しかし，好況期においては，フィスカル・ポリ
　シー的政策は現実的には採用されがたい。かくて，フィスカル・ポリシー論的イ
　デオロギーの支配下では，現実的には好況期，不況期を通じて，絶えず赤字財政
　へのバイヤスをもつことになる，と考えられるであろう。
　　経済理論的フィスカル・ポリシー論も，第１の問題側面たる財政政策決定の理
　論への考察を欠くと，財政学研究としては，非現実的財政政策論となるおそれが
　ある。
　Ⅱ-2　現代の財政学
　個別経済としての財政を，その独自の統一的な制度自体に即して究明す
るにあたり，同時にそれのもつ機能の社会的・経済的諸現象との関連の考
察をもゆるがせにすることはゆるされない。逆に，財政と社会的・経済的
諸現象との機能的関連の経済理論的解明の問題も，財政制度ないし財政政
策決定のメカニズム自体の問題にたちかえらねばならない。　これによっ
て，はじめてその究明のための現実的な一歩前進が，なされることになる
からである。
　　　　　　　　　　　　　　　　－53（140）－
　この二つの見地の，調和のとれた総合的見地から，財政を体系的に理解
してゆこうとするのが，すなわち，現代の財政学である。
　　この意味では，現代の財政学は，対象面からいえば，財政を政治と経済との接
　点の問題領域としてとらえ，これを行政を媒介として統一的に取り扱うことを要
　求する学問である，といってよいかも知れない。また，現代の財政学は，方法面
　からいえば，政治的・行政的・財政制度的見地と，経済理論的立場との，調和的
　に統合された学問体系とならねばならないわけである。
－52（141）－
